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報道関係各位 

 

企業活動が霞ヶ浦の環境に及ぼす社会的インパクトを推計 

常陽銀行・茨城大学の共同研究で自然関連情報の分析・開示を通じた環境保全を推進 

 常陽銀行（頭取 秋野 哲也）と国立大学法人茨城大学（学長 太田 寛行）は、企業等の事業活動が環境・

社会に与える影響（インパクト）の可視化を目指し、霞ヶ浦をモデルとした共同研究を2025年10月に

開始しました。約半年の調査・分析の結果、霞ヶ浦流域の産業活動および環境保全の取り組みがもたらす

インパクトを、公開データをもとに推計しました。今後、さらに精緻な分析を進めるとともに、金融活動を

通じた環境保全の取り組みを推進していきます。 

共同研究の背景 

 常陽銀行を含むめぶきフィナンシャルグループでは、「脱炭素社会・環境保全への貢献」を重要課題

（マテリアリティ）の一つとして特定し、課題解決に向けた取り組みを進め、社会的価値と経済的価値の

双方を創出することを目指しています。その取り組みの一環として、国際的なイニシアチブである自然

関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）※1に、採用者（TNFD Adopter）として登録し、自然関連情

報の分析・開示に取り組んでいます。本共同研究は、常陽銀行において、企業の事業活動が自然環境

（自然資本）および地域社会に及ぼす影響（インパクト）を分析・開示し、環境負荷の軽減を目指す企業へ

の支援方法を検討する中で計画されました。 

 茨城大学においては、地球・地域環境共創機構（GLEC）を中心に、気候変動の影響予測と適応策の

社会実装に関する研究に長年の実績を有しています。また、霞ヶ浦湖畔に設けた GLEC 水圏環境

フィールドステーションでは水圏環境の研究・教育に取り組んでいます。 

 そこで、常陽銀行の事業活動における自然への依存と影響を把握する取り組みに対して、茨城大学の

有する気候変動に伴う自然関連リスク・機会の評価に関する研究実績および霞ヶ浦に関する研究蓄積を

生かし、2025年10月に「霞ヶ浦におけるネイチャーポジティブ※２実現と社会的インパクト創出に向けた

共同研究」を開始しました。今回、共同研究の対象となった霞ヶ浦は茨城県民にとって重要な水源である

だけでなく、地域の生態系サービスや産業の核となっています。 

※１ 自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）……自然資本等に関する企業のリスク管理と開示枠組みを
構築するために設立された国際的なイニシアチブで、2023年9月に開示フレームワーク（TNFD提言）
v1.0 を公表している。Taskforce on Nature-related Financial Disclosures 

※2 生物多様性の損失の流れを止め、回復に反転させること 

ＬＥＡＰアプローチ 

 TNFD では、自然に関するリスクや影響を評価・管理するための分析手法として、Locate（発見する）・

Evaluate（診断する）・Assesｓ（評価する）・Prepare（準備する）の 4 つのフェーズで構成される

「LEAP アプローチ」を提示しています。  

 まず、企業の事業活動と霞ヶ浦の自然資本との関係について、この LEAP の枠組みを用いて整理

しました。その際、霞ヶ浦の環境に影響する多数の企業セクターの中から、生態系サービスへの依存と
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影響が特に高く、常陽銀行の融資取引先も多い食品セクターのバリューチェーンに焦点を当て、特定の

事業活動が霞ヶ浦にどのようなアウトカムとインパクトをもたらすかを分析しました。その結果、主要な

事業活動から社会的インパクトに至るまでのインパクトパスの一部を可視化しました（表１）。  

公開データからのインパクト推計 

 今回、茨城大学ＧＬＥＣでは、食品セクターのバリューチェーン上の管理改善の取り組みが、霞ヶ浦の

環境改善にどの程度のインパクトをもたらすかを推計しました。 

 霞ヶ浦流域の水系ごとの産業規模や環境負荷物質の流入量に基づき、巴川※3 水系で事業活動を営む

企業が、自社の取り組みで窒素やリンの河川への流出を削減することによって得られる社会経済価値

を推計しました。 

 分析を行った茨城大学ＧＬＥＣの田村誠教授は、「公開データに基づき下流の下水処理施設等で窒素や

リンを除去した場合のコストよりも、発生源において削減するための支援コストの方が低くなると試算

しました。上流における環境管理改善は、下流において処理費用低減や観光などへの社会的インパクトを

もたらします。こうした情報は、設備投資を行う企業やそれを支援する行政・金融機関のインセンティブに

なる可能性があります」と指摘します。さらに、「TNFD に賛同する多様な企業等がネイチャーポジティブの

実現に向けた情報を提供するための分析枠組を、公開データに基づいて提示できたことは今後の拡がりを

見据えたときに意義があります。あわせて今後は、企業へのヒアリングやフィールドワークを重ねて、

より精緻な分析も進めていきたいと考えています」と述べています。 

※3 霞ヶ浦に流入する支川 

今後について 

 自然環境は複雑であり、依存や影響に関する全ての関係を一義的に定義することは困難ですが、主要な

事業活動と霞ヶ浦のアウトカムや社会的インパクトをつなぐパスについて、検証と精緻化を継続してい

きます。 

 常陽銀行においては、本共同研究で得られた知見を活かし、企業が創出した社会的インパクトを

適切に評価する仕組みを金融商品（ポジティブ・インパクト・ファイナンス）に反映させることや、事業

活動による環境負荷の軽減を目指す企業への支援を通じて、企業が意欲的にネイチャーポジティブへ

の取り組みを進められる環境を整備していきます。また、茨城大学においては、気候変動適応や水圏環

境保全についての知見を、企業や金融機関との連携を通じて地域社会に実装していくことを引き続き

目指していきます。 

 

 

霞ヶ浦での予備調査の様子（2025年 10月） 
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表１ 食品セクター（養豚業、漁業）の活動に関する霞ヶ浦のインパクトパス 

対象業種 霞ヶ浦への依存 霞ヶ浦への影響 霞ヶ浦にかける負荷 常陽銀行の事業活動 事業者の活動 事業者のアウトプット 霞ヶ浦のアウトカム 社会的インパクト

養豚業

・農業用水（家畜の飲料

水・豚舎の洗浄水）［供

給］

・粗飼料［供給］

家畜の排せつ物による霞ヶ浦への

窒素・りんの過剰流入

富栄養化、全窒素、BOD（生

物化学的酸素要求量）

・設備資金融資

・コンサルティング活動（ISO取

得支援等）

・ビジネスマッチング（販売先紹

介等）

・堆肥舎、汚水処理設備の

導入

・ISO認定

・水処理コストの削減

・飼養環境の向上

・商品の高付加価値化

・河川への窒素・リン流出量

の減少（湖水の富栄養化が

抑制）

食品加工業 ・工業用水 [供給]

・有機物や栄養塩類（工場排

水。特に未処理・不十分な処理

の場合）

BOD（生物化学的酸素要求

量）、COD（化学的酸素要

求量）、アンモニア態窒素、全

窒素、動物性脂肪

・設備資金融資

・コンサルティング活動（ISO、

HACCP取得支援等）

・ビジネスマッチング（販売先紹

介等）

・処理施設、汚水処理設備

の導入

・ISO、HACCP認定

・加工コストの削減

・水処理コストの削減

・商品の高付加価値化

・河川への窒素・リン流出量

の減少（湖水の富栄養化が

抑制）

小売り

・土地 (店舗・倉庫に必要

な土壌)［基盤］

・水 (製品の生産、店舗運

営)［供給］

・生活系排水（店内調理・消費

による雑排水）

・土地利用の変化 (店舗・物流

施設の開発)

・食品廃棄物の発生 (売れ残り、

食品ロス)

・マイクロプラスチックの流出

全りん（生活排水として）

・設備資金融資

・コンサルティング活動（補助金

申請支援等）

・ビジネスマッチング（仕入先紹

介等）

・排水等環境に配慮した店

舗の建設

・食品ロスの飼料化（エコ

フィード）

・環境配慮型商品の優先調

達

・水処理コストの削減

・食品廃棄物のリサイクルルー

プ

・サステナブル商品の取り扱い

比率向上

・河川への窒素・リン流出量

の減少（湖水の富栄養化が

抑制）

漁業

・健全な水質・水域環境

（魚類の生育環境）［基

盤］

・漁獲対象の水産資源

（魚介類）［供給］

・過剰漁獲による資源圧迫

・水底環境への影響（底質の攪

乱など）

生態系バランスの崩壊、外来種

の台頭、湖底環境の悪化

・設備資金融資

・コンサルティング活動

・ビジネスマッチング（販売先紹

介等）

・環境の良い船舶、魚群レー

ダー、高品質な漁網の導入

・燃料費の節約、漁網の摩

耗の減少

・商品の高付加価値化

・水産資源の回復

・水質の安定化

・生態系の回復

・過剰アオコの除去

水産加工業

・工業用水 [供給]

・霞ヶ浦の漁業資源[供

給]）

・有機物や栄養塩類（工場排

水。特に未処理・不十分な処理

の場合）

BOD（生物化学的酸素要求

量）、COD（化学的酸素要

求量）、アンモニア態窒素、全

窒素、動物性脂肪

・設備資金融資

・コンサルティング活動（ISO、

HACCP取得支援等）

・ビジネスマッチング（販売先紹

介等）

・処理施設、汚水処理設備

の導入

・ISO、HACCP認定

・加工コストの削減

・水処理コストの削減

・商品の高付加価値化

・河川への窒素・リン流出量

の減少（湖水の富栄養化が

抑制）

小売り

・土地 (店舗・倉庫に必要

な土壌)［基盤］

・水 (製品の生産、店舗運

営)［供給］

・地場産品(ワカサギなど)

［供給］

・生活系排水（店内調理・消費

による雑排水）

・土地利用の変化 (店舗・物流

施設の開発)

・食品廃棄物の発生 (売れ残り、

食品ロス)

・マイクロプラスチックの流出

全りん（生活排水として）

・設備資金融資

・コンサルティング活動（補助金

申請支援等）

・ビジネスマッチング（仕入先紹

介等）

・排水等環境に配慮した店

舗の建設

・低利用魚・未利用魚の活

用

・環境配慮型商品の優先調

達

・水処理コストの削減

・フードロス削減

・サステナブル商品の取り扱い

比率向上

・河川への窒素・リン流出量

の減少（湖水の富栄養化が

抑制）

養

豚

バ

リ

ュ

ー

チ

ェ

ー

ン

漁

業

バ

リ

ュ

ー

チ

ェ

ー

ン

・水産資源の

維持回復

・環境に配慮する

生産者が

経済的に

報われる

市場形成


